














































































































































































































































































繊維 電気・電子 金属・機械 日用品 その他
閉鎖 存続 閉鎖 存続 閉鎖 存続 閉鎖 存続 閉鎖 存続
1960年代 14 7 2 2 2 1
1970年代 14 1 1 3 5 2 2
1980年代 2 1 1
1990年代 7 1 4 1 1
出所：関・松永（2009年）から筆者作成
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て作用し，系列的で重層的な下請制を発展させた。この過程で地方都市の工業集積には機械部品加工，組
立等の仕事が大量に舞い込むことになった。この仕事量の急速な拡大への対応として，分工場や上位下請
工場の周辺に中小工場の増殖が見られたのである（富澤	2005）。
また，経済成長と同時並行的に発生した農村部から都市部への労働力移動による過密と過疎という大き
な構造変化は，大都市圏から地方へ工業が脱出する圧力として作用すると同時に，政策的にも工業を地方
へ分散させる契機となった。たとえば前述した北上市の事例は，大企業が自社工場を地方展開させるとい
う動きに乗じて関連産業を戦略的に誘致し，地域内に大企業の分工場を軸とした産業連関を形成しようと
した事例ということができる。北上市への工場立地の主ないきさつは，既存工場がある都市部での拡張が
困難となって地方への展開を模索しているところへ，北上市の立地条件と地元の強い誘致努力とが相まっ
て進出したものである。この地方展開への動機は，工業再配置政策が象徴するように，都市部からの工業
の排除政策に加えて，都市部の人口集中による宅地化圧力と，産業の高度化に伴う地価上昇・人材難を回
避するためというものであった。これと同様の工業の地方分散圧力は，各地に孤立的に散在する分工場の
進出についても見ることができる。先に見たように，雲南市に進出した企業の進出動機には，都市部では
確保困難な労働力・人材を得られるという見込みがあった。これらの事例は，都市の成長と集中が進むに
つれ，立地の高コスト化と操業条件の悪化に直面した企業が都市郊外へ，そしてさらにその周辺へと工場
を移転させていくプロセスを示したものと言える。
こうして，日本の経済発展は，工業が地方へ拡大しつつ分散するための基礎条件を形成したのであるが，
この地方分散を容易化したのが，鉄道と道路網の整備による流通・移動の高速化と，生産工程の自動化と
高速通信網を実現した技術革新である。このあたりの事情を安東（1986）にしたがって整理すると次のよ
うになる。1960年代以降製造業，とりわけ機械工業で進展したオートメーションとシステム化という二つ
の技術革新によって，それ以前の労働者個人の属人的な熟練労働に依拠した生産体系が，管理労働と単純
労働とへ分化した。これは，それまで企業内で進められていた分業システムを企業外へ拡大することを容
易にし，その結果，それまでの工程に固有の労働能力を必要としない単能的な労働力を分工場，あるいは
下請系列工場の形で地域分散的に調達・編成することが可能になった。このことは，地域の側においても，
十分な資本や経営技術，工業生産に特有の技術などを持っていなくても，労働力と土地を提供できさえす
れば，工場の誘致が十分可能であることを意味する。そして，このような単能的労働力利用を目的とした
立地は「二重の構え」をもって行われた。すなわち，第一に地方の若年労働力を多用する比較的規模の大
きい量産型拠点工場である。このタイプの工場は，大都市圏で開発設計された製品の量産を受け持つため，
大量の資材・製品の輸送と周辺地域からの通勤に便利な幹線道路沿いに立地する。第二に「縁辺労働力」
の活用を目的とした労働集約的な小規模工場の立地である。ここでは，遠距離通勤の困難な農家の主婦な
どのパート労働力の利用を目的として生産性の低い労働集約的な工程が切り離され，幹線道路とは離れた
山奥など，交通が可能で労働力利用が見込める土地であればどんなところであっても立地した。
こうした生産体系の変化の結果，研究開発機能や管理機能は大都市圏に集中して残り，量産品の加工組
立という生産機能は，技術革新とともに分離可能となった工程から次々と地方へ移転していくこととなっ
た。このような工程は地域特殊的な立地要因を持たないから，未熟練であっても一定量の労働力や用地の
調達等を見込めれば，どこに立地してもかまわないことになる。地方が物流・通信インフラを整備し，用
地整備を行えば，一定の工場進出が見込め，そしてそれが地域の産業振興・雇用確保政策として有効で
あったのは，このような事情によるものであったのである。
こうして，都市部の企業による生産機能の分散というトレンドに乗って地方の工業化が進展した。その
結果，量産型の工場が市場である大都市圏に比較的近い立地を選択し，そしてその量産工場へ向けた部品
生産や未熟練労働集約型で量産化しづらい生産工程を受け持つ工場はさらにその周辺に立地するという地
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域間の分業構造が形成された。これにより，地方に展開する工業の構成が立地選択の幅が広く海外と競合
しやすい量産品の生産機能に集中するという地域産業構造の「純化」（柳井	1996）が生じたのである。確
かに，諏訪地域のように，地域に進出した分工場や下請工場が地域内での取引関係を深め，それが関連企
業の簇生と自律的な研究開発機能の蓄積をもたらすという事例は存在したが，そうしたケースはきわめて
限られており，ほとんどの地域では，依然として管理・開発機能を持たず，都市部の管理に服する分工場・
下請的な生産機能のみへの特化が続いている。従って，企業誘致による地方の工業化は，地域の産業連関
を深化させ産業を発展させることには十分つながらなかったと言えよう。
3．変わりつつある国内工場の役割
企業誘致は，地域に製造業の連関を作り出すことには成功しなかったとは言え，地域内に雇用を生み出
し都市部との所得格差縮小に一定程度の効果があったと考えられる。これは，地域内に比較的高賃金な仕
事を生み出だされたことによって，より低所得の部門，すなわち農業やその他自営業の業主層や家族従業
者，専業主婦などが高所得部門へ移動したことによっている。ただし，地方に進出した工場は，比較的生
産性の低い生産工程を担うものであったため，地域間の生産性格差はほとんど縮まることがなかった。さ
らに，これらの進出工場は，地方における新規学卒者のニーズを満たす労働条件を持つものは少なく，新
規学卒者を地域内につなぎ止める力とはならなかった（安東	1986）。この意味で，地方の企業誘致は，地
域経済を分工場経済へと転化させる要因となるものであった。
このような分工場経済への転化は，上述のように，工業の成長が継続し，大都市圏から地方へ向けた生
産機能の移転が続いている限りは，大都市圏との所得格差，生産性格差を一定程度温存しつつも，地域の
工業化と所得向上をもたらしうる。しかし，今日の日本では，こうした条件はほぼ失われている。それは，
従来地方立地の根拠とされてきた二つの優位性，すなわち労働力供給面での優位性と大市場への近接地と
しての優位性のいずれをも失いつつあることによっている。
まず労働供給面の優位性については，地方は従来の分工場の進出先という役割をアジア諸国によって奪
われつつある。これは，地方で「純化」される生産領域が，アジア諸国が競争力を持つ生産領域とほぼ重
なっているからである（関・加藤	Op. cit..）。このため，地方が従来果たしてきた量産品の生産機能の受
け皿としての役割はアジア諸国に取って代わられつつあるのである。これがアジアと日本との圧倒的な賃
金格差によることは言うまでもないが，アジア諸国への工場流出が急速に進んだ背景には，アジア各国に
おいて工業化が進展し，交通網と通信網とが整備されて企業立地の選択肢がきわめて広域に拡大したこと
がある。こうして大手メーカーは，アジアにおいて若い労働力を豊富に利用できるようになった一方，国
内では，それまで労働集約的な工程の受け皿であった地方においても，すでに十分な労働力を確保できな
い状況が生じている。過疎化と高齢化によって若年労働力の実数自体が減少しているだけではなく，工場
での現場労働が忌避される傾向も強まっているからである。実際，先に見た島根県雲南市の事例において
も，進出してきた工場が満足に人材を雇用できず，人員不足のまま操業していたり，離職率の高さに悩ん
でいたり，外国人の技能研修・実習生を利用していたりしている実態が見られる。これから工業化が本格
的に進展するアジア諸国に対して，これらの地方はすでに労働力の天井と言っていい段階に達しつつある
のである。
次に，地方は大市場圏への供給を意図した市場近接型の立地についてもさほど期待を持てなくなってい
る。1980年代までは大都市圏内の立地困難を理由とした地方への工場進出が相次いでいたが，日本経済が
低成長・縮小型に移行した現代では国内市場の大きな成長をあまり望めなくなっている。図２のように，
工場等の新規立地意向はここ20年間で大きく低下しており，新規立地を大きく期待することはできなく
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なっている。
加えて，都心での工場排除圧力も弱まっており，工場立地は再び都市部への集約化傾向を見せつつある
（神藤	2010）。都心での工場立地規制が緩和されており，再び大都市圏への集約化が起こりつつある。そ
れに加えて，大都市圏の臨海部再開発に見られるように，都市型産業集積の再生を目指そうという動きも
出始めている。こうして，地方は，工場の都市部脱出の受け皿という役割も失いつつあるのである。
4．企業誘致と地域産業振興の行方
以上で見てきたように，地方が従来型の工場進出を期待することは今後ますますできなくなって来るで
あろう。今後日本に残る工場は，研究開発機能，プロトタイプ創出機能に特化したマザー工場と，海外か
らの輸入品との内外価格差の面で優位性が残る分野における国内市場向けの工場が中心となるであろう。
そして，これらのどちらの工場も，地方に立地するメリットはあまり大きくないと考えられるからである。
マザー工場においては，専門性の高い研究開発要員を確保し，関連技術を持つ企業群や顧客と密接な情報
交換をしなければならない。こうした面では大都市圏に立地優位性があるのは明白である。さらに近年で
は，中国を初めとするアジア圏の高度人材に期待して，研究開発拠点を日本から移転させる動きも見られ
るようになっている。したがって，熟練度の低い労働力の豊富さにおいても，高度な人材や研究機関の蓄
積においても，日本の地方はアジア圏に対して優位性を持っていないのである。
また，国内において市場近接型立地を行う場合にも，すでに大都市圏でも人口集中圧力が徐々に低下し
つつあって，都市内またはその近郊での立地可能性が向上しつつあることや，大都市圏の産業振興におい
ても都市内へ工業を呼び戻そうという動きが起こりつつあることを考慮すると，地方圏への進出可能性は
それほど期待できないであろう。仮に地方に立地したとしても，その立地は微妙な費用条件のバランスの
上に成り立っているものである以上，その立地は絶えず移転する可能性をはらむものとなる。特に近年は，
図２　新規立地意向割合の推移
出所：神藤（2010）
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開発・生産技術の向上と生産システムの革新が進んでおり，費用管理が高度化し，原材料・部品の調達先
も世界規模で広域化し，流通管理も精密に行われるようになってきている。このことは，原材料・部品の
価格変化や為替レートの変動などの立地選択に対する影響が大きくなりつつあること，言い換えれば立地
選択が流動化しつつあることを意味している。加えて，近年は製品開発サイクルが短縮化し，既存製品の
陳腐化が早くなっている上に，異分野融合も進展しているため，工場側の生産内容や規模の変化を予測す
ることが難しくなっている。このように，今後は工場立地の不透明化・不安定化が進むと考えられる。従っ
て，地方が企業誘致活動で期待できる経済的利益は従来よりも縮小し，分工場が地域産業を不安定化させ
る可能性は今後ますます大きくなっていくであろう。
4-1．地域が取りうる対応
以上で概観してきたように，今後，企業誘致を軸として地方振興を行っても，その実現可能性は大きく
なく，またそこから期待される効果も小さい。従って，過去の周辺地域の立地動向や産業の動向に基づい
て立地予測を立て，用地整備計画を作るのは危険である。新たな工業用地造成ではなく既存用地の利活用
を主にし，極力よけいな開発コストを負担しないようにし，過剰なリスクを取らないようにすることが重
要である。特に，工業集積の薄い地方圏では，地理的条件だけで誘致しても進出企業は長続きしない。工
場が持続的に競争力を向上させられる環境を整備することに重点を置くべきである。
また，地域の余剰労働力を吸収してもらうために工場があるのではない。1980年代後半までの，単純労
働を提供して現金収入を与えてもらうために工場があるという図式はもはや通用しないのである。従っ
て，雇用創出を主眼として新規立地を増やすという方法にはこだわるべきではない。地域に固有の存立基
盤を持たない産業は，その規模が拡大すればするほど地域の不安定要因となる。従って，地域内の関連性
が高い既存産業を育成強化することを産業振興の主軸とすべきである。企業誘致も，こうした観点から，
既存産業の発展に資する企業を戦略的に選別して行うべきである。
4-2．工場が地域にある意義は何か。
そもそも，工場を地域に呼び込むことの意義は，資本や技術が乏しく，自力では工業化を起こしにくい
地域に産業発展の核を導入し，地域に「労働の成果物を地域内でより効果的に蓄積し，より効果的に組み
合わせることによって，同一労働量でより高い価値の生産を可能にしていく循環的・累積的な発展機構」
（安東	Op. cit.,	p.21）を形成することにある。このためには，生産現場，市場，財務，組織運営などの分
野で経験と知識を身につけ，経営的マインドを持った企業家的人材を地域にある程度の厚みを持って滞留
させられることが必要である。しかしながら，こうした知識，マインドは，実際の業務の中で互いに厳し
く切磋琢磨するような経験の中で培われるものであり，それはしばしば地域外の大手メーカー等の要求水
準が高い顧客や取引関係によって磨かれるものである。この点で，地域に進出した工場は地域の内と外と
をつなぐ窓という意義を持っているのである。地域の人々が工場を媒介として産業に携わる知識・経験を
得て，自らのものとして消化することで，地域の人々が主体的に関わる産業の発展を準備すること，この
ために工場を維持する意味があるのである。
しかし，現実には地域に工業の「循環的・累積的な発展機構」が形成されることはほとんどなく，産業
の蓄積を進めるには外部からの継続的な工場進出に期待するしかない状況である。これらの工場は生産機
能に特化した分工場であり，経営的判断を行う管理機能も市場開拓を行う販売機能も持っていないものが
多い。さらに，工場が現地採用する人員の多くは現場オペレータ要員として配置される。このため，工場
勤務の経験で得られる知識や情報は生産面に偏っており，多くの場合，工場のラインワーカーとしての技
能形成に限られてしまうのである。このことは，内発的な産業集積の形成時にしばしば観察される技術者
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や技能者からの起業において，これらの技術者や技能者が創業前にすでに潜在的な顧客や協力者に関する
知識とネットワークを持っていることと対照的である。
しかし，地方の工場が大都市圏の製造業の量産機能の脱出先という役割をアジア諸国に奪われつつある
近年には，地方圏で存続する進出工場の中に興味深い動きもあるようである。たとえば，前述した関・松
永（Op. cit.）の報告によると，雲南地域の進出工場の中には，進出当時はほぼ完全な１社専業下請であっ
たが，その後親企業が発注を海外移管する中で，自力での生き残り努力を求められ，工場の管理職が取引
先開拓の試行錯誤を行う中で，それまでに工場で蓄積した技術・製品を再評価していくという経験を行っ
ているものがあるようである。また，いったん経営破綻した誘致工場を従業員や労働組合，地元の有志な
どが買い取り，地域の人々が自らの手で販売先の確保や経営管理，生産管理等を行い，苦労しつつも経営
を軌道に乗せていくという経験をしているところもある。これらの例では，いずれもが地元の人間が経営
や販売などの権限を持ち，日々経営上の意志決定を行っている点で共通している。分工場の進出を契機と
して，紆余曲折の後ではあるが，結果的に地域の工場として自立への道をたどろうとしているように見え
るのである。
ところがこれらの事例とは対照的に，工場進出後に地元採用された人々がどのような仕事上の経験を積
み，どのような技能を形成していくのか，この人々を経営的知識を持った人材へ育てていくためにはどの
ような方策が必要なのかという観点から行政が産業振興を位置づけている例は皆無と言ってよい。ほとん
どの場合，企業誘致の成功とは進出企業の工場が稼働し始めることと同義だと思われている。しかし，こ
のような態度は，地域産業の「循環的・累積的な発展機構」を作るための資源である地域の労働力，人材
を特定業種の生産技能しか持たないラインワーカーへ変形してしまう。こうして地元での起業の芽をつぶ
していくことで，結果的に地域経済を分工場経済の持つ不安定性の中へ引き込むことになるのである。
4-3．地域を守るために
本質的に不安定性を抱えているとはいえ，進出工場は地域にとって貴重な雇用の場であり，また地域の
産業創生の礎となる可能性を秘めた存在でもある。今後の企業誘致においては，誘致前だけでなく誘致後
にその企業をどう活用するかを視野に入れつつ，戦略的な努力が必要とされることは言うまでもないが，
現在すでに地域で操業している工場をどのように維持し，活用していくかを考えることもまた重要な課題
である。工場の雇用調整や再編，撤退に地域の側が干渉することはきわめて困難であるが，それでもなお，
地域の側で行えることはいくつかあるように思われる。
まず，工場，企業との連絡を密接にし，工場の新たな展開について絶えず工場・親企業側と情報交換し
ておくことである。また，それに並行して業界の動向に関する情報を把握しておくことも重要になる。大
都市圏に本社がある大手企業の分工場の場合，工場再編時に地域側の事情を斟酌する余地は小さいかもし
れないが，業界動向と工場の現況とを対照することで，その工場の社における位置づけや工場の“寿命”
をある程度予測できるようになる。工場がどんな問題を抱えているかを具体的・詳細につかむことが，い
ち早い対応を可能にするということである。また，工場側とのこまめな情報交換は，地域と工場との相互
理解・協力関係の素地を生み，工場が地域に残りやすくする上で適切な支援を行うことも可能になる。
次に，労働供給面での協力も重要である。地方と言えどもすでに工場が人を集めるのは容易ではなく
なっている。地域に製造業の担い手をどう育てていくかという問題とも絡む重要な課題だと言える。さら
に，一時帰休などを含む雇用調整へどう対応できるかも重要な問題である。工場側の労働力の弾力的な運
用を支援しつつ，短期で変動する雇用調整が労働側の生活不安に直結しないようにすることを目指す必要
がある。この面で，フルタイムで働き家計を支える中心的な役割を担う人や他の仕事や活動を行いつつ仕
事をする多就業の人など，個々人の働き方を十分に把握しておくことが重要である。
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このほかにも，中核を担う地元人材を継続的に供給することや技術的連関を近隣と広域で形成するこ
と，市場開拓支援など経営戦略面での関与を強めることなどで工場側と関係を強めることが考えられる。
いずれにせよ，工場側に地域との関係を強めさせ，その一方で，この工場に関連する領域の技術的な連関
を強めていくという方向での方策が求められるのである。
4-4．既存工業の脱落に備える方向
このように，既存工場の動向を注視し，工場との関係を深めて工場が撤退するリスクを減らすという努
力に加え，これらの工場が撤退したときの備えを整えることもまた重要である。工場の立地がますます流
動化しつつある今日，現在安定的に操業している工場であっても，いずれ生産の海外移管，撤退という日
が来ることを想定しておくことは，撤退時に地域経済が過剰なショックを被らないためにも重要である。
実際に撤退が生じたときに解雇された人への緊急支援体制を普段から準備することが望ましいが，この
段階で実効的な対策を取ることは，産業の蓄積が小さい地域においては容易ではないであろう。そこで，
こうした支援体制の整備に加えて，労働側の柔軟性を確保することが重要になる。たとえば，家計の収入
源を分散させられるような就業形態を地域全体で実現する方向はその一つである。農林水産業のみならず
サービス業なども含めた兼業の促進や，家計収入を支える人が複数いるような家族構成の形成を支援した
り，地縁血縁を通じた相互扶助のネットワークを維持発展させることなども一考に値しよう。また，解雇
時に転職を容易化するように，工場側と協力して労働者の幅広い技能形成を支援したり，普段から就労し
ながら異分野の教育訓練を受けられるような制度を設置したりすることも有効であろう。
しかし，最も根本的な対策は，リスクヘッジと分工場経済の不拡大路線を取ること，すなわち，地域産
業を複線化することである。たとえば，大型の誘致は避け，大型プロジェクト等による財政拡大路線を取
らないことは重要である。地域の経済規模と調達可能な労働力の見通しに基づいて，これらの制約条件と
整合的な産業構成を構想することが必要である。高度成長期から今日までの地域産業振興は，他地域との
格差に注目して産業開発を行う発想に基づいていたと言える。この発想の基に，個別産業単位で地域間の
集積規模や競争力を比較し，個別産業における自地域のプレゼンスを強化するという地域産業の発展モデ
ルが作られていた。
しかし，この方法は外来産業の誘致に安易な頼り，地域に自律的な産業創生システムを作り出すという
努力を怠るというバイアスをもたらした。もはや企業誘致に多くを期待できなくなった以上，今後は在来
の企業・産業を基礎とした低成長安定型の経済構造を目指すことを基調とするべきである。これは，地域
の固有性を尊重し，他地域との差別化を図りながら，産業構成のポートフォリオバランスを整えることで，
個別産業の発展可能性は不透明でも，地域全体としては安定的な経済を実現するという方向である。
まとめ
工業団地を整備して地域産業を振興するという手法の有効性はますます薄れつつある。企業の立地は時
代に応じて移り変わり，立地の選択はますます広域化していくであろう。地域は，特定工場の存在を前提
にせず，地域内に操業する工場は絶えず変化するものだということを前提した上で地域産業の育成に取り
組まなければならない。農林水産業や地場産業が衰退するなど疲弊が進行している地域は増加している
が，産業振興には本来的に決め手などは存在しない。地域産業を総合的に捉え，一業種に依存しない構想
を地域が持ち，長期的視野で地域の住民・企業へ働きかけていく必要がある。その一方で，農林水産業か
らサービス業に至るまで産業の現場に密着して，経営の実情と働く人々の生活実態を普段から理解するこ
とが重要である。こうした地道な取り組みを基礎として，初めて企業誘致は効果を発揮するのである。
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